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まず決算の概況でございます。2013年度の業績は2ページの表の通り、4期連続の
増収、2期連続の増益となっております。なお、売上高・各利益ともに歴代1位で、こ
れまでの過去最高は売上高・当期純利益が2012年度、営業利益・経常利益が
2006年度でございます。 
 
まず、売上高合計は、前期比10.3%、1,965億円の増収となり、2兆1,121億円となり
ました。 
内訳として、都市ガス売上高は、ガス販売量の減に伴う減少マイナス372億円があ
ったものの、円安影響からのＬＮＧ価格の上昇に伴う原料費調整制度によるガス料
金単価の増加1,399億円等により、対前期比7.4%・1,032億円増加しました。 
なお、昨年12月実施の料金改定影響は、小口で44億円・大口で18億円、合計で62
億円の減収となりました。また、外航船販売の拡大等による販売量増等でＬＮＧ販
売の売上高が227億円増加しております。 
一方、営業費用は、円安影響から都市ガス原料費が909億円増加したこと、及びＬ
ＮＧ販売の増加に伴う原価の増加等でＬＮＧ販売費用が205億円増加したこと等に
より、9.9%・1,760億円増の1兆9,460億円となりました。 
この結果、営業利益は対前期比14.0%・204億円増の1,660億円となりました。 
 
営業外損益では海外子会社保有資産等の為替レート差損益が53億円悪化したこ
と等で64億円の損失を計上したことにより、経常利益は対前期比8.2％・122億円増
の1,596億円を計上することとなりました。 
当期純利益は6.7%、68億円増の1,084億円を計上しました。 
 
なお、原料価格の変動に伴うスライドタイムラグは、前期124億円の未回収から288
億円改善し、今期164億円の過回収となりました。 
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続きまして、ガス販売量についてご説明いたします。 

全体では対前期比4.3%、6億5千5百万ｍ3減の147億3千5百万ｍ3となりました。 

家庭用は、気温が前期と比較して高く推移した影響による暖房及び給湯需要の減
少により2.4%減の34億5千万ｍ3となりました。 

業務用は、冷暖房需要が増加した一方で、給湯及び暖房需要の減少により、ほぼ
前期並み、0.1%減の28億4千4百万ｍ3となりました。 

工業用は、千葉鹿島幹線開通に伴う新規需要の開発、及び発電用需要の増加が
あったものの、電力卸子会社のニジオの扇島パワー向けガス販売を当期からトーリ
ング契約へ変更したことによる減少9億6千9百万ｍ3等により、8.8%減の64億3千3

百万ｍ3となりました。 

卸供給は、供給先事業者の需要増等により、2.8%増の20億7百万ｍ3となりました。 
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4ページでは販売量には計上されない、トーリングによるガス使用量をお示ししてい
ます。 

ガス販売量とトーリングによるガス使用量を合計した実質ガス販売量は、2億5千9百
万m3、1.6%増加しております。 

 



次に各セグメント別の実績についてご説明いたします。 

5ページでは、セグメント別に13年度の売上高、営業損益を、前期との比較で記載
しています。 

その他セグメントを除く大半のセグメントにおいて営業利益が増加しておりますが、
その理由について、次のページでご説明いたします。 



6ページでは、各セグメントの営業利益増減について説明しております。 

都市ガスセグメントの113億円・8.0%の増益は、既にご説明したスライドタイムラグ改
善288億円と、年金数理差異償却の改善等による諸給与減28億円等が、主な増益
要因となっています。 

一方、減益要因として、気温影響マイナス79億円やトーリング化でのガス販売量減
によるガス粗利減93億円等で151億円の減収、料金改定による値下げ62億円等が
含まれています。 

器具及びガス工事セグメントの32億円･72.7%の増益は、消費税駆け込みによる新
築住宅建設の増加やエネファームやTES温水システムの販売増等が主な理由で
あります。 

電力事業は、トーリング化によりガス益分が前期のガスセグメントから今期は電力事
業に35億円  移行しております。 

従いまして前期との比較でいえば、電力事業は実質18億円の増益となります。発
電所の定期点検により販売電力量が2.7%減少したものの、販売単価増等により実
質増益となっております。 



7ページにはキャッシュフローの使途を記載しておりますので、ご覧下さい。 



8ページで、13年度の株主還元についてお話しいたします。 

 

期末配当金は1株当たり5円00銭とし、年間予定10円は変更ありません。 

配当につきましては、「減配をせず、利益水準にあわせ長期にわたりステップバイス
テップで増額していく」方針を堅持してまいります。 

また、株主の皆さまへの連結総分配性向6割という基本方針に基づき、配当251億
円に加えて 400億円・8千万株をそれぞれ上限とする自社株取得を14年度中に実
施します。これにより、配当支払いと自社株取得を加えた株主総分配性向は、
60.0%となる予定です。 

なお、取得した自社株は速やかに消却する予定です。 
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次に14年度の通期見通しについてご説明いたします。 
今年度は対前期で増収減益と見通しております。なお、経済フレームは、原油価格を1バ
レル110ドル、為替レートを1ドル105円としております。 
ガス販売量につきましては、発電用など工業用需要の増加、及び前期の高気温による家
庭用需要減からの回復等により、3.6%増と見通しております。 
売上高は対前期8.8%、1,859億円増の2兆2,980億円と見通しております。これは主として、
ガス販売量の増加、及び原料費調整による売上単価増等、都市ガス事業の増収と、電力
事業での数量増によるものです。 
 
なお、昨年12月実施の料金改定の影響は、小口で124億円・大口で31億円、合計155億円
の対前年度減収となりますが、年度の引き下げ額は217億円を見込んでおります。 
営業費用は対前期11.4%、2,220億円増の2兆1,680億円を見通しております。これは主とし
て、原材料費の増加等により、都市ガス事業の費用が1,540億円増加することによるもので
す。 
この結果、営業利益は対前期21.7%、360億円減の1,300億円、経常利益は対前期22.9%､
366億円減の1,230億円を見通しております。 
特別損益につきましては、株式の売却益80億円と不動産売却益41億円等を見込んでおり、
プラス120億円を計上する結果、当期純利益は対前期13.3％、144億円減の940億円を見
通しております。 
 
なお、原料価格の変動に伴うスライドタイムラグは、前期164億円の過回収から今期12億円
の未回収になると見込んでおります。 
 

スライドタイムラグはあくまで予想値であり特に全日本平均は当社が独自に推計しているこ
ともあり今後も変動が予想され、各四半期決算発表時点で最新の見通しにアップデイトし
てまいります。 
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続きまして、ガス販売量についてご説明いたします。 

14年度の連結ガス販売量は、5億3千百万m3、3.6%増の152億6千6百万m3を見込
んでおります。 

続いて用途別内訳についてご説明します。 

まず気温ですが、過去10年平均を取って前期より0.4℃低い16.6℃を今期の平均
気温として設定しております。 

家庭用では、気温影響による4千8百万m3の増加要因、新設件数好調に伴うお客
様件数増による4千百万m3の増加要因、お客様1件当たり使用量の減等による3千
8百万ｍ3の減少要因があり、これらを合わせて対前期4千5百万m3・1.3%の増加を
見込んでおります。 

業務用では、主に夏場の冷房需要の気温影響により、対前期5千万m3・1.8%の減
少を見込んでおります。 

工業用では、発電需要が大幅に増加することから5億1千8百万m3・8.0%の増加と
なっております。 

用途内訳では、一般工業用において、景気回復による稼働増を見込んでおり、7千
6百万m3の増加を見込んでおります。 

発電用では、東京電力鹿島発電所のコンバインド化により鹿島地区での発電専用
ガス量が7億1千8百万m3と大幅に伸びる一方、電力需給の緩和によりその他の既
存発電所稼働減の影響もあり、4億4千2百万m3の純増を見込んでおります。 
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12ページでは販売量には計上されない、トーリングによるガス使用量をお示しして
います。 

ガス販売量とトーリングによるガス使用量を合計した実質ガス販売量は、対前期6億
8千7百万m3、4.2%増加する見込みです。 

 



次に各セグメント別の営業利益見通しについてご説明いたします。 

13ページでは、セグメント別に14年度の売上高、営業損益見通しを、前年度との比
較で記載しています。原燃料費の上昇を背景に、海外事業を除き全分野で営業減
益となっております。 

主なセグメントの営業利益増減については、次のページでご説明いたします。 



都市ガスセグメントの255億円・16.8%減益は、販売量増加による粗利増42億円の
増益要因があるものの、スライドタイムラグ悪化176億円、料金改定が通期で効くこ
とによる155億円が減益要因となっております。 

電力事業は、前期あった扇島パワーの定期点検を今期は見込んでいないことから
販売電力量が対前期8.2%増加しますが、燃料費が増加すること等から85億円・
34.9%の減益を見込んでおります。 

海外事業については、プルートの収益が増加すること等から55億円・186.9%の増
益となります。 



2014年度のキャッシュフローの使途について15ページでお示ししております。 
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資金計画の年度見通しについては、16ページの表のとおりでございます。説明は
省略いたしますが、14年度期末有利子負債は前期末に比べて592億円増加し
7,730億円を予定しております。 

 

外部資金として1,250億円の調達を予定しており、デット投資家の皆様には今後とも
継続的な資金提供をよろしくお願いいたします。 



17ページには連結ベースの主要計数を掲載しております。詳細な説明は省略させ
ていただきますが、ROEは13年度実績で11.2%、14年度は9.2%を見込んでおりま
す。 
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